
１．ＢＣＰの策定状況（企業規模別）

「平成29年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」の概要①

アンケート方法について

・実施時期：平成30年２月～３月
・郵送調査(web回答含む)

大企業の６割強、中堅企業の３割強がＢＣＰを策定している。
（策定中を含めると大企業は８割強、中堅企業は５割弱）

２．ＢＣＰの策定状況（業種別）

業種別では、電気・ガス・熱供給業・水道業
のＢＣＰ策定率（67.3％）、 継続調査では
金融・保険業のＢＣＰ策定率（66.0％）が
最も高い結果となった。
（継続調査では前回調査時と同じく、金融・
保険業が１位）

また、今回調査では運輸業・ 郵便業
の策定率が高まり３番目（50.1％）となり、
製造業（45.0％）、建設業（42.3％）へと
続いている。

別業種別では、前回調査時と同様に金融・保険業のＢＣＰ策定率が最も高く（66.0％）、次いで
情報通信業（55.9％）となっている。また、今回調査においては、運輸業・郵便業の策定率が
高まり３番目となり（50.1％）、製造業（45.0％）へと続いている。では、前回調査時と同様に金
融・保険業のＢＣＰ策定率が最も高く（66.0％）、次いで情報通信業（55.9％）となっている。ま
た、今回調査においては、運輸業・郵便業の策定率が高まり３番目となり（50.1％）、製造業
（45.0％）へと続いている。

・大企業：資本金10億円以上かつ常用雇用者数50人超等
・中堅企業：資本金10億円未満かつ常用雇用者数50人超等
・その他企業：資本金1億円超かつ大企業・中堅企業以外

有効回答：1,985社

発送数 回収数 回収率（％）

大企業 1,775 724 40.8

中堅企業 1,556 582 37.4

その他企業 1,628 679 41.7

合計 4,959 1,985 40.0
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【大企業】

策定済みである 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 予定はない

事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった その他・無回答
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【中堅企業】

策定済みである 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 予定はない

事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった その他・無回答

有効回答：1,985社

３．ＢＣＰを策定したきっかけ
「近年多発する自然災害への備え」が最も
多く、自発的に策定した傾向がみられる。
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４．ＢＣＰの記載項目
「従業員の安全確保」の記載が最も多い。

有効回答：1,546社（策定済、策定中、策定予定）
有効回答：896社（策定済）

（％）

（％）



６．ＢＣＰ策定率（業種別）と災害時にＢＣＰが役立ったかの関連性

ＢＣＰ策定率が高い業種は、策定したＢＣＰを「とても役に立った」と回答する
企業も多い傾向にあり（除く運輸業・郵便業）、「少しは役に立ったと思う」を
含めると、ＢＣＰを策定した企業の大半がＢＣＰの有用性を実感している。

「平成29年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」の概要②

５．ＢＣＰ策定率（業種別）とＢＣＰの見直し頻度の関連性

ＢＣＰ策定率が高い業種は、策定したＢＣＰを「毎年必ず見直している」と
回答する企業も多い傾向がみられ、ＢＣＰを策定した企業のほとんどが
見直しを行っている。

有効回答：896社（策定済）
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電気・ガス・熱供給業・水道業（BCP策定率67.3%）

金融・保険業（BCP策定率66.0%）

情報通信業（BCP策定率55.9%）

運輸業・郵便業（BCP策定率50.1%）

製造業（BCP策定率45.0%）

建設業（BCP策定率42.3%）

学術研究、専門・技術サービス業（BCP策定率40.0%）

サービス業（BCP策定率37.1%）

卸売業（BCP策定率36.6%）

教育、学習支援業（BCP策定率28.1%）

医療、福祉（BCP策定率26.5%）

不動産業、物品賃貸業（BCP策定率25.9%）

生活関連サービス業、娯楽業（BCP策定率17.8%）

小売業（BCP策定率17.6%）

宿泊業、飲食サービス業（BCP策定率15.0%）

農業・林業・漁業（BCP策定率6.1%）

毎年必ず見直している 毎年ではないが定期的に見直している 見直したことはある（不定期） 見直していない その他 無回答
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電気・ガス・熱供給業・水道業（BCP策定率67.3%）

金融・保険業（BCP策定率66.0%）

情報通信業（BCP策定率55.9%）

運輸業・郵便業（BCP策定率50.1%）

製造業（BCP策定率45.0%）

建設業（BCP策定率42.3%）

学術研究、専門・技術サービス業（BCP策定率40.0%）

サービス業（BCP策定率37.1%）

卸売業（BCP策定率36.6%）

教育、学習支援業（BCP策定率28.1%）

医療、福祉（BCP策定率26.5%）

不動産業、物品賃貸業（BCP策定率25.9%）

生活関連サービス業、娯楽業（BCP策定率17.8%）

小売業（BCP策定率17.6%）

宿泊業、飲食サービス業（BCP策定率15.0%）

農業・林業・漁業（BCP策定率6.1%）

とても役に立った 少しは役に立ったと思う 全く役に立たなかった 役に立ったか不明 その他 無回答

有効回答：896社（策定済）



７．ＢＣＰ記載項目のうち役に立ったもの

ＢＣＰに記載している内容（項目）の中でとても役に立ったものとして、「従業員
の安全確保」や「水、食料等の備蓄」 などでＢＣＰへの記載効果があった。

「平成29年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」の概要③

８．被害後に新たに実施した取組（企業規模別）

被災経験を踏まえ、大企業では「ＢＣＰ策定・見直し」、中堅企業等では、
「備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し」の回答が多い。

有効回答：社
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ＢＣＰ策定・見直し

防災用無線機や災害時優先電話（衛星電話）の導入

避難訓練の開始・見直し

非常用発電機の購入

安否確認や相互連絡のための電子システム

（含む災害用アプリ等）導入

所有資産の耐震・免震工事・耐震固定

備蓄品（水、食料、災害用品）の購入・買増し

所有資産（社屋・機械設備等）の点検

本社機能・営業所等の代替施設・建屋の

確保または準備

重要な要素（経営資源）の把握

災害対応担当責任者の決定、災害対応チーム創設

大企業 中堅企業 その他企業 全体

【複数回答、n=1,078、対象：近年、日本又は海外で発生した自然災害により実際に被害を受けた企業】
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従業員の安全確保

災害対応チーム創設

水、食料等の備蓄

非常用電源・通信設備等の準備

サプライチェーン※維持のための方策

二次災害防止対策

その他

無回答

とても役に立った 少しは役に立ったと思う 全く役に立たなかった

役に立ったか不明 その他 無回答

全体

【複数回答、n=896、対象：事業継続計画（BCP）を策定済みの企業】
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